
書式第１２号(法第２８条関係）

   特定非営利活動法人　　日本水フォーラム  

１　事業実施の成果

２　事業の実施に関する事項

（１）特定非営利活動に係わる事業

定款に記載された
事業名

事　業　内　容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

事業費
（千円）

政策提言
世界水フォーラムへの参画及
びアジア･太平洋水フォーラム
の運営等を通じた国内外の水
問題に関する政策提言及びそ
のフォローアップ､調査研究､
並びに連携促進事業

アジア・太平洋水フォーラム（第4
回アジア・太平洋水サミットのフォ
ローアップ含む）、第10回世界水
フォーラムの準備活動等を通じた、
水・衛生、水関連災害等の国内外の
水問題に関する政策提言及びフォ
ローアップ、特定課題・地域に関す
る調査研究、関係機関との連携促進

R5.4
～

R6.3

東京
及び
世界
各地

18人

世界の
不特定
多数の
市民

36,939

日本の叡智の世界への発信
日本の技術･経験等に関する情
報発信事業､並びに諸外国との
技術交流･経験共有に係る事業

第10回世界水フォーラムの準備活動
やNoWNETの活動、オンラインセミ
ナー開催等を通じた、日本の水に関す
る多様な叡智と技術（特に水・衛生、防
災分野）の特定・発信、諸外国との技
術交流・知識経験共有

R5.4
～

R6.3

東京
及び
世界
各地

18人

世界の
不特定
多数の
市民

40,883

草の根活動の支援
水関連課題を抱える発展途上
国及び国内外地域に対する支
援

JWFファンド、会員企業・団体との連
携、ダルビッシュ有水基金、京都世界
水大賞等の事業の効率的な実施によ
る発展途上国の水問題解決に向けた
草の根レベルでの支援

R5.4
～

R6.3

東京
及び
世界
各地

18人

世界の
不特定
多数の
市民

10,377

人材育成･啓発
国内外の水問題の解決促進に
向けた人材育成､関心喚起及び
普及啓発事業

ユース活動の推進・支援、水問題への
関心喚起や能力向上を目的としたセミ
ナー･ワークショップ等の開催､水の日・
水の週間、打ち水大作戦本部の支援
等

R5.4
～

R6.3

東京
及び
世界
各地

18人

世界の
不特定
多数の
市民

11,239

国内外の水問題に関する調
査研究
上記事業を実施するための調
査･研究事業

政策提言、情報発信、草の根活動、
人材の育成及び啓発活動を実施する
ための調査・研究

R5.4
～

R6.3

東京
及び
世界
各地

18人

世界の
不特定
多数の
市民

18,592

令和５年度　事業報告書

世界の水問題解決と持続可能な発展に貢献するため、国内外の多岐にわたる関係者との連携を継続・発展させ、政策提
言、日本の叡智の世界への発信、草の根活動の支援、人材育成・啓発及びそれらに関わる調査研究等様々な活動を展開し
た。

特に、第10回世界水フォーラム（2024年5月、インドネシア）への参加に向けた協議・調整を行うと共に、同フォーラム等
を見据え、第4回アジア・太平洋水サミットの成果の具現化・発展を図るための議論や提言、事例共有を促進した。さらに、
ユース活動の展開の推進・支援を行った。
引き続き、オンラインも活用し、日本の技術・経験等の発信及びその準備に取り組んだほか、京都世界水大賞を含む草の

根活動の支援事業を着実に実施し、成果等を発信した。

（事業費の総費用【　118,030　】千円）
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書式第１３号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム
（単位：円）

金 額 小 計 ・ 合 計

　Ⅰ 経常収益

 １ 受取会費 24,180,000

受取会費 24,180,000

 ２ 受取寄付金 4,614,028

受取寄付金 4,614,028

 ３ 受取助成金 500,000

受取助成金 500,000

 ４ 事業収益 80,284,649

政策提言事業 29,928,155

日本の叡智の世界への発信事業 30,455,751

人材育成・啓発事業 5,496,189

国内外の水問題に関する調査研究事業 14,404,554

 ５ その他収益 103,107

為替差益 17,361

受取利息等 85,746

経常収益計 109,681,784

　Ⅱ 経常費用

１ 事業費

（１）人件費 59,833,657

給与手当 51,850,825

法定福利費等 7,319,741

福利厚生費 380,551

中小企業退職金共済 282,540

（２）その他経費 58,196,237

外注費 14,382,278

通信運搬費 812,088

広告宣伝費 1,206,724

交際費 407,488

会議費 1,473,526

旅費交通費 10,336,063

消耗品費 721,197

水道光熱費 594,381

新聞図書費 60,954

諸会費 317,665

支払手数料 1,025,632

賃借料 1,030,593

保険料 96,054

印刷製本費 2,715,510

登録料 151,041

保守料 775,327

活動支援費 4,284,838

減価償却費 1,804,131

地代家賃 8,533,160

租税公課 4,718,230

諸謝金 2,146,563

雑費 602,794

事業費計 118,029,894

令和５年度　活動計算書
令和５年４月１日 から 令和６年３月３１日まで

科　　　　目

- 4 -



書式第１３号（法第２８条関係）

金 額 小 計 ・ 合 計

 ２ 管理費
（１）人件費 3,697,515

給与手当 3,204,203
法定福利費等 452,335
福利厚生費 23,517
中小企業退職金共済 17,460

（２）その他経費 2,313,217
通信運搬費 50,185
広告宣伝費 550,000
交際費 41,250
会議費 5,992
旅費交通費 112,087
消耗品費 44,568
水道光熱費 36,731
新聞図書費 3,767
諸会費 19,631
支払手数料 63,381
賃借料 63,687
保険料 5,936
印刷製本費 167,809
保守料 47,913
減価償却費 111,489
地代家賃 527,320
租税公課 291,570
諸謝金 132,650
雑費 37,251

　　管理費計 6,010,732
　　　経常費用計 124,040,626
　　　当期経常増減額 ▲ 14,358,842
　Ⅲ 経常外収益
　　　経常外収益計 0
　Ⅳ 経常外費用
　　　経常外費用計 0
　当期経常外増減額 0
　税引前当期正味財産増減額 ▲ 14,358,842

法人税、住民税及び事業税等 70,324
前期繰越正味財産額 277,127,951

　次期繰越正味財産額 262,698,785

科　　　　目
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様式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム

１　重要な会計方針
計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日 2017年12月12日最終改正 ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。

　　(1)　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法によっています。

　　(2) 消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

２　事業別損益の状況
　　事業別損益の状況は以下のとおりです。 （単位:円）

事　　　業　　　費

 政策提言
日本の叡智の世

界への発信
 草の根活動の

支援
 人材育成・

啓発
 国内外の水問題に関す

る調査研究

Ⅰ経常収益 40.00% 27.25% 1.30% 4.65% 26.80%

 受取会費 24,180,000 24,180,000

 受取寄付金 4,354,028 4,354,028 260,000 4,614,028

 受取助成金等 500,000 500,000 500,000

 事業収益 29,928,155 30,455,751 5,496,189 14,404,554 80,284,649 80,284,649

 その他収益 22 22,000 22,022 81,085 103,107

経常収益計 29,928,155 30,455,751 4,354,050 6,018,189 14,404,554 85,160,699 24,521,085 109,681,784

Ⅱ経常費用 44.04% 29.38% 3.36% 4.78% 18.44%

（1）人件費

　　　 給与手当 17,150,462 20,144,335 1,446,089 3,918,852 9,191,087 51,850,825 3,204,203 55,055,028

　　　 法定福利費 2,421,118 2,843,760 204,143 553,221 1,297,499 7,319,741 452,335 7,772,076

　　　 福利厚生費 125,873 147,846 10,613 28,762 67,457 380,551 23,517 404,068

　　　 中退共掛金 93,454 109,768 7,880 21,354 50,084 282,540 17,460 300,000

　　人件費計 19,790,907 23,245,709 1,668,725 4,522,189 10,606,127 59,833,657 3,697,515 63,531,172

（2）その他経費

　　　 外注費 5,562,646 4,817,366 343,750 944,842 2,713,674 14,382,278 14,382,278

　　　 通信運搬費 254,566 246,043 100,470 93,264 117,745 812,088 50,185 862,273

　　　 広告宣伝費 50,050 35,035 412,005 704,629 5,005 1,206,724 550,000 1,756,724

　　　 交際費 76,452 206,841 10,009 66,831 47,355 407,488 41,250 448,738

　　　 会議費 585,493 481,468 121,587 136,673 148,305 1,473,526 5,992 1,479,518

　　　 旅費交通費 3,566,649 3,607,110 495,728 1,248,792 1,417,784 10,336,063 112,087 10,448,150

　　　 消耗品費 221,451 219,969 82,897 83,181 113,699 721,197 44,568 765,765

　　　 水道光熱費 178,314 178,314 74,298 74,298 89,157 594,381 36,731 631,112

　　　 新聞図書費 17,630 17,630 7,346 9,532 8,816 60,954 3,767 64,721

　　　 諸会費 91,476 91,358 31,011 68,033 35,787 317,665 19,631 337,296

　　　 支払手数料 238,960 256,132 234,694 179,671 116,175 1,025,632 63,381 1,089,013

　　　 賃借料 309,178 309,178 128,824 128,824 154,589 1,030,593 63,687 1,094,280

　　　 保険料 34,631 36,753 2,617 10,119 11,934 96,054 5,936 101,990

　　　 印刷製本費 559,424 1,474,700 132,187 247,306 301,893 2,715,510 167,809 2,883,319

　　　 登録料 30,860 82,545 13,141 24,495 151,041 151,041

　　　 保守料 242,047 234,960 93,373 93,373 111,574 775,327 47,913 823,240

　　　 活動支援費 4,284,838 4,284,838 4,284,838

　　　 減価償却費 541,239 541,239 225,516 225,516 270,621 1,804,131 111,489 1,915,620

　　　 地代家賃 2,559,948 2,559,948 1,066,645 1,066,645 1,279,974 8,533,160 527,320 9,060,480

　　　 租税公課 1,405,935 1,435,247 584,652 588,419 703,977 4,718,230 291,570 5,009,800

　　　 諸謝金 462,712 641,689 213,166 595,193 233,803 2,146,563 132,650 2,279,213

　　　 雑費 158,175 164,131 62,383 138,161 79,944 602,794 37,251 640,045

　　  その他経費計 17,147,836 17,637,656 8,707,996 6,716,443 7,986,306 58,196,237 2,313,217 60,509,454

　経常費用計 36,938,743 40,883,365 10,376,721 11,238,632 18,592,433 118,029,894 6,010,732 124,040,626

　当期経常増減額 ▲ 7,010,588 ▲ 10,427,614 ▲ 6,022,671 ▲ 5,220,443 ▲ 4,187,879 ▲ 32,869,195 18,510,353 ▲ 14,358,842

49,695,000 33,147,000 3,321,000 5,394,000 21,283,439

３　使途が制約された寄付金等の内訳
　　使途が制約された寄付金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下のとおりです。
　　当法人の正味財産は262,698,785円ですが、その内8,384,853円は、下記のように使途が特定されています。使途が特定されていない寄付金は、
事業費共通の欄に記載しています。
　　したがって使途が制約されていない正味財産は、254,313,932円です。 （単位:円）

期首残高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期末残高 備考

【草の根の支援事業】

4℃アクアプログラム 1,082,663 2,317,000 2,626,893 772,770

ダルビッシュ有水基金 7,330,018 1,278,022 1,132,642 7,475,398

国際貢献基金 312,995 759,028 935,338 136,685

8,725,676 4,354,050 4,694,873 8,384,853

内 容

合 計

科　　　　　目 事業部門 管理部門 合計

令和５年度　計算書類の注記
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様式第１６号（法第２８条関係）

４　固定資産の増減内訳
　　固定資産の増減内訳は以下のとおりです。 （単位:円）

期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
【有形固定資産】
　　　付属設備 3,039,383 0 0 3,039,383 ▲ 232,155 2,807,228

　　　工具器具備品 478,782 2,333,980 1 2,812,761 ▲ 1,389,104 1,423,657

【無形固定資産】
　　　電話加入権 364,000 0 0 364,000 0 364,000

　　　ソフトウェア 3,960 0 0 3,960 ▲ 3,960 0

【投資その他の資産】
　　　敷金 3,168,000 0 0 3,168,000 0 3,168,000

　　　差入保証金 500,000 0 0 500,000 0 500,000

【繰延資産】
　　　権利金 121,000 580,800 0 701,800 ▲ 290,400 411,400

7,675,125 2,914,780 1 10,589,904 ▲ 1,915,619 8,674,285

５　その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状況及び正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
　　・　現物寄付の評価方法
　　　　　　現物寄付を受けた固定資産の評価方法は、購入価格によっています。
　　・　事業費と管理費の按分方法
　　　 　　各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、外注費、広告宣伝費、交際費、会議費、旅費交通費、登録料、活動支援費を除き、
　　　　　従事割合に基づき按分しています。

科 目

合 計
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書式第１５号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム
（単位：円）

金 額 小 計 ・ 合 計

　Ⅰ 資産の部

 １ 流動資産

（１）現金預金 228,381,619

現金 313,177

普通預金 228,056,942

貯蔵品 11,500

（２）棚卸資産 0 0

（３）他流動資産 77,806,616

立替金 3,177,088

未収入金 60,245,145

前払費用 14,384,349

未収還付法人税等 34

 流動資産合計 306,188,235

 ２ 固定資産

（１）有形固定資産 4,230,885

付属設備 2,807,228

工具器具備品 1,423,657

（２）無形固定資産 364,000

電話加入権 364,000

（３）投資その他の資産 3,668,000

敷金 3,168,000

差入保証金 500,000

（４）繰延資産 411,400

権利金 411,400

 固定資産合計 8,674,285

　資産合計 314,862,520

　Ⅱ 負債の部

 １ 流動負債

52,163,735

未払金 17,019,628

未払法人税等 70,000

未払消費税 3,153,300

預り金 342,407

前受金 31,578,400

 流動負債合計 52,163,735

 ２ 固定負債

 固定負債合計 0

　負債合計 52,163,735

　Ⅲ　正味財産の部

前期繰越正味財産額 277,127,951

当期正味財産増減額 ▲ 14,429,166

　正味財産合計 262,698,785

　負債及び正味財産合計 314,862,520

令和５年度　貸借対照表
令和６年３月３１日現在

科　　　　目
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書式第１５号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム
（単位：円）

金 額 小 計 合 計
　Ⅰ　資産の部

１ 流動資産
（１）現金預金 228,381,619

　現金 313,177
　　　現金（円貨） 93,962
　　　現金（外貨） 218,705
　　　普通預金 228,056,942

　　　三菱UFJ銀行 1,801,306
　　　三菱UFJ銀行 1,909,833
　　　三菱UFJ銀行 1,717,110
　　　三菱UFJ銀行 74,108,381
　　　三菱UFJ銀行 8,393,990
　　　三菱UFJ銀行 2,735,547
　　　三菱UFJ銀行 14,257,200
　　　三菱UFJ銀行 95,866,883
　　　三菱UFJ銀行 2,941
　　　三菱UFJ銀行 2,086,999
　　　三井住友銀行 16,175,205
　　　ゆうちょ銀行 2,278,241
　　　ゆうちょ銀行 6,723,306

  貯蔵品 11,500
　　　 UFJニコス 8,500
　　 　UCカード 3,000

（2）他流動資産 77,806,616
　　立替金 3,177,088

ウェブ制作・広告掲載料等 1,735,193
会議運営費用、交通費等 725,806
税理士顧問料、講師・作業謝金 716,089

　　未収入金 60,245,145
　　　　政策提言事業 24,415,069
　　　　日本の叡智の世界への発信事業 23,515,676
　　　　人材育成・啓発事業 2,060,900
　　　　国内外の水問題に関する調査研究事業 10,253,500
　　前払費用 14,384,349

日本パビリオンスペース代 11,236,925
ホテル代・航空券代等（第10回世界水フォーラム） 1,608,710
その他旅費交通費・通信費等 1,538,714

未収還付法人税等 34
 流動資産合計 306,188,235
２ 固定資産

（１）有形固定資産 4,230,885
付属設備 2,807,228

　　工具器具備品 1,423,657
　　　パソコン等 1,423,657

（２）無形固定資産 364,000
　　電話加入権 364,000

（３）投資その他の資産 3,668,000
　　敷金 3,168,000
　　差入保証金 500,000

（４）繰延資産 411,400
　　権利金 411,400
　　　事務所権利金 411,400

　固定資産合計 8,674,285
　資産合計 314,862,520

令和５年度　財産目録
令和６年３月３１日現在

科　　　　目
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書式第１５号（法第２８条関係）

金 額 小 計 合 計科　　　　目

Ⅱ 負債の部
 １ 流動負債 52,163,735

未払金 17,019,628
令和６年3月度分給与 3,594,024
令和６年３月度分社会保険料 1,640,654
令和５年度事業に係る外注費等 9,980,021
令和６年3月度分事務所経費等 521,129
旅費交通費等精算金 1,283,800

未払法人税等 70,000
未払消費税 3,153,300
預り金 342,407

令和６年3月度分源泉徴収税 134,907
令和６年3月度分住民税 207,500

前受金 31,578,400
協賛金（第10回世界水フォーラム） 19,000,000
日本パビリオン参加料 10,468,400
助成金（ユース関連事業） 2,000,000
令和６年度会費 110,000

 流動負債合計 52,163,735
 ２ 固定負債
 固定負債合計 0 0

　負債合計 52,163,735
 正味財産合計 262,698,785
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